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�愛媛県告示第７３１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第７３２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、

指定医療機関から名称を次のように変更した旨の届出があった。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７３３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、

指定医療機関から次のように廃止した旨の届出があった。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

きくち眼科クリニック 八幡浜市産業通１番３号 令和４年５月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 変更年月日

（変更後）
井関整形外科・皮膚科

西予市野村町野村１１番地
１１０ 令和４年４月１日

（変更前）
整形外科井関医院

（変更後）
やべ内科クリニック

四国中央市三島宮川四丁
目６－７１ 令和４年４月１日

（変更前）
矢部内科

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

喜 須 来 診 療 所 八幡浜市保内町須川５８番
地１ 令和４年３月３１日

さ わ い 小 児 科 医 院 大洲市中村５３３番地１ 令和４年３月３１日

毎週（火・金）曜日発行 第３２０号 令和４年７月１日

令和４年７月１日金曜日 第３２０号
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�愛媛県告示第７３４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護事業者）

から居宅介護事業を行う事業所の名称を次のように変更した旨の届出があった。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７３５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護事業者）

から主たる事務所の所在地及び居宅介護事業を行う事業所の所在地を次のように変更した旨の届出があった。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７３６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（介護予防事業者）

から介護予防事業を行う事業所の名称を次のように変更した旨の届出があった。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７３７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（介護予防・日常

生活支援事業者）から主たる事務所の所在地及び介護予防・日常生活支援事業を行う事業所の所在地を次のように変更した旨の届出があっ

た。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

鈴 木 歯 科 医 院 四国中央市上分町３７６ 令和４年３月３１日

パ ー ル 薬 局 宇和島市御殿町３番６号 令和４年３月３１日

ひ の く ち 歯 科 医 院 西条市樋之口４３７番４ 令和４年３月３１日

本条脳神経外科・外科 大洲市東大洲１５７番地２ 令和４年３月３１日

杉 歯 科 医 院 西条市円海寺１６－３ 令和４年４月１日

高 橋 歯 科 医 院 新居浜市坂井町二丁目２
番４号 令和４年４月８日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人竹林院 西予市野村町野村１１番地１１０

（変更後）
井関整形外科・皮膚科

西予市野村町野村１１番地１１０ 令和４年４月１日
（変更前）
整形外科井関医院

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

合同会社まる福祉サービス

（変更後）
西条市三津屋５１番地２ 星加
テナント１０１号

ヘルパーサービス さや家

（変更後）
西条市三津屋５１番地２ 星加
テナント１０１号

令和４年４月１日
（変更前）
西条市壬生川１４１－４

（変更前）
西条市壬生川１４１－４

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人竹林院 西予市野村町野村１１番地１１０

（変更後）
井関整形外科・皮膚科

西予市野村町野村１１番地１１０ 令和４年４月１日
（変更前）
整形外科井関医院
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�愛媛県告示第７４０号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１１条第１項の規定に基づき、次の薬物を知事指定薬物として

指定する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 薬物の名称

� ２－（エチルアミノ）－２－（３－メチルフェニル）シクロ

ヘキサン－１－オン及びその塩類

� Ｎ，Ｎ－ジエチル－２－｛［５－ニトロ－２－（４－プロポ

キシフェニル）メチル］－１Ｈ－ベンゾ［ｄ］イミダゾール－

１－イル｝エタナミン及びその塩類

� １－（シクロブチルメチル）－Ｎ－（２－フェニルプロパン

－２－イル）－１Ｈ－インドール－３－カルボキサミド及びそ

の塩類

� 前各号に掲げる物を含有する物

２ 指定の理由

愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例第２条第７号の薬物のう

ち、県の区域内において濫用されるおそれがあると認めるため。

３ 効力発生の日

令和４年７月２日

�������
�愛媛県告示第７４１号
愛媛県子どもの生活に関する調査を次のとおり実施するので、愛

媛県統計調査条例（平成２０年愛媛県条例第６８号）第３条第２項の規

定により告示する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 調査の目的

子どもの普段の生活について、学校生活の状況、世話をしてい

る家族の有無、世話の状況、支援希望、意識等を調査することに

より、ヤングケアラーの早期発見と支援に向けた取組の推進を図

るための基礎資料とする。

２ 調査対象の範囲

� 小学生調査票：市町（組合）立小学校５年生及び６年生並び

に県立特別支援学校小学部５年生及び６年生

� 中学生・高校生調査票：市町（組合）立中学校１年生から３

年生、県立中等教育学校１年生から６年生、県立高等学校１年

生から３年生並びに県立特別支援学校中学部１年生から３年生

及び高等部１年生から３年生

３ 報告を求める事項

� 小学生調査票：健康状態、学校生活の状況、家族の世話の状

況、世話に関する相談相手、支援希望等

�愛媛県告示第７３８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護事業者）

から居宅介護事業を次のように廃止した旨の届出があった。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７３９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（介護予防事業者）

から介護予防事業を次のように廃止した旨の届出があった。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

介護機関（介護予防・
日常生活支援事業者）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介護予防・日常生活支援事業を行う事業所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

合同会社まる福祉サービス

（変更後）
西条市三津屋５１番地２ 星加
テナント１０１号

ヘルパーサービス さや家

（変更後）
西条市三津屋５１番地２ 星加
テナント１０１号

令和４年４月１日
（変更前）
西条市壬生川１４１－４

（変更前）
西条市壬生川１４１－４

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社宇和島調剤 宇和島市御殿町４－１９ パール薬局 宇和島市御殿町３番６号 令和４年３月３１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社宇和島調剤 宇和島市御殿町４－１９ パール薬局 宇和島市御殿町３番６号 令和４年３月３１日
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� 中学生・高校生調査票：健康状態、学校生活の状況、家族の

世話の状況、世話に関する相談相手、支援希望、ヤングケアラ

ーについての意識等

４ 報告を求める事項の基準となる期日

令和４年７月５日（火）から７月２０日（水）までの間の任意の

１日

５ 報告を求める者

� 小学生調査票：約２３，２００人

� 中学生・高校生調査票：約５８，４００人

６ 報告を求めるために用いる方法

学校を通じた調査依頼票配布による自計方式

７ 報告を求める期間

令和４年７月５日（火）から７月２０日（水）までの間

�������
�愛媛県告示第７４３号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

まさば及びごまさば太平洋系群に関する令和４管理年度（令和４年

７月１日から令和５年６月３０日までの期間をいう。）における知事

管理漁獲可能量を次のように定めた。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７４５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

松山市谷町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持管

理）の計画の変更を令和４年６月２４日認可した。

令和４年７月１日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第７４２号
次のとおり落札者を決定した。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７４４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和４年７月１日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第７４６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和４年７月１日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

落札に係る物品等の名称及
び数量

契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

豚熱生ワクチン（シード）
５０ドーズ 予定数量 ８，３０
０本
２０ドーズ 予定数量 １，００
０本

愛媛県農林水産部
農業振興局畜産課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和４年６月１７日
松田医薬品株式会社
松山営業所
愛媛県伊予市下吾川１２
２１－２

（５０ドーズ１本あたり）
４，７３０円

（２０ドーズ１本あたり）
１，８９２円

一般競争入札
［単価契約］ 令和４年５月６日

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県まさば及びごまさば漁業 現 行 水 準

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

医療法人やすらぎ会 ヘルパーステーション えがお 愛媛県今治市別宮町二丁目１番地２０ハ
イツきらら ２０１号室 令和４年５月３１日 訪問介護

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

４中局建（開）第１１号

令和４年６月２３日
伊予郡松前町大字中川原字広末６５９番５、６６０番１、６６０番３、６６０番４

伊予郡松前町大字中川原７０７番地３
三 好 悦 男

（伊予郡松前町大字中川原６６０番地５
三好不動産）
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訓 令

�愛媛県訓令第１２号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

自

然

保

護

課

１ 自

然公

園法

の施

行に

関す

る事

務

１ 省略 自

然

保

護

課

１ 自

然公

園法

の施

行に

関す

る事

務

１ 省略

２ 公園事業に関すること。 ２ 公園事業に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 軽微な変更の届出の受

理（第１０条第９項、第１６

条第４項）

○

� 省略 � 省略

� 承継の協議及び承認

（第１２条第１項から第３

項まで、第１６条第４項）

○ � 承継の協議及び承認

（第１２条第１項、第２項

、第１６条第４項）

○

� 休廃止の届出の受理

（第１３条、第１６条第４

項）

○

� 認可の失効の届出の受

理（第１４条第２項、第１６

条第４項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 	 省略

� 協議会の設置（第１６条

の２第１項、第４項）

○

� 構成員に係る申出への

対応（第１６条の２第６

項）

○

	 利用拠点整備改善計画

の認定の申請（第１６条の

３第１項）

○


 利用拠点整備改善計画

の認定（第１６条の３第１

項、第５項、第６項、第

１６条の７第３項）

○
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� 利用拠点整備改善計画

の変更の認定の申請（第

１６条の４第１項）

○

� 利用拠点整備改善計画

の変更の認定（第１６条の

３第５項、第６項、第１６

条の４第１項、第３項、

第１６条の７第３項）

○

� 利用拠点整備改善計画

の認定に係る協議（第１６

条の７第４項）

○

� 報告徴収及び立入検査

（第１７条第１項、第２

項）

○ � 報告徴収及び立入検査

（第１７条第１項

）

○

３ 特別地域及び特別保護地

区に関すること。

３ 特別地域及び特別保護地

区に関すること。

� 省略 � 省略

� 各種行為の許可等（第

２０条第３項、第５項

、第２１条第３

項、第５項

）

○ � 各種行為の許可等（第

２０条第３項、第５項から

第８項まで、第２１条第３

項、第５項から第７項ま

で）

○

４ 海域公園地区に関するこ

と。

４ 海域公園地区に関するこ

と。

� 省略 � 省略

� 各種行為の許可等（第

２２条第３項、第５項

）

○ � 各種行為の許可等（第

２２条第３項、第５項から

第７項まで）

○

５ 利用調整地区に関するこ

と。

５ 利用調整地区に関するこ

と。

� 省略 � 省略

� 区域内への立入りの認

定等（第２３条第３項第８

号、第２４条第１項、第４

項、第５項、第７項、第

８項

）

○ � 区域内への立入りの認

定等（第２３条第３項第７

号、第２４条第１項、第４

項、第５項、第７項、第

８項、自然公園法施行規

則第１３条の６）

○

� 指定認定機関の指定等

（第２５条第１項、第５

項、第２７条第１項、第２

項、第４項、第５項、第

２９条、第３０条第１項）

○ � 指定認定機関の指定等

（第２５条第１項、第５

項、第２７条第１項から第

５項まで 、第

２９条、第３０条第１項）

○

６ 普通地域内各種行為の届

出に関する 必要な措置等

の命令（第３３条第２項

、第４項、第６項）

○ ６ 普通地域内各種行為の届

出の受理及び必要な措置等

の命令（第３３条第１項、第

２項、第４項、第６項）

○

７～９ 省略 ７～９ 省略

１０ 生態系維持回復事業に関

すること。

１０ 生態系維持回復事業に関

すること。



愛 媛 県 報令和４年７月１日 第３２０号

６１０

�～� 省略 �～� 省略

� 軽微な変更の届出の受

理（第３９条第９項、第４１

条第４項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

１１ 質の高い自然体験活動の

促進のための措置に関する

こと。

� 協議会の設置（第１６条

の２第４項、第４２条の２

第１項、第３項）

○

� 構成員に係る申出へ

の対応（第１６条の２第６

項、第４２条の２第３項）

○

� 自然体験活動促進計画

の認定の申請（第４２条の

４第１項）

○

� 自然体験活動促進計画

の認定（第４２条の４第１

項、第５項、第６項）

○

� 自然体験活動促進計画

の認定に係る協議（第４２

条の４第４項）

○

� 自然体験活動促進計画

の変更の認定の申請（第

４２条の５第１項）

○

� 自然体験活動促進計画

の変更の認定（第４２条の

４第５項、第６項、第４２

条の５第１項、第３項）

○

� 自然体験活動促進計画

の変更の認定に係る協議

（第４２条の４第４項、第

４２条の５第３項）

○

	 報告徴収及び立入検査

（第４２条の７第１項）

○

１２ 風景地保護協定の締結等

（第４３条第１項、第４項、

第５項、第４４条第１項、第

４６条、第４７条）

○ １１ 風景地保護協定の締結等

（第４３条第１項、第４項、

第５項、第４４条 、第

４６条、第４７条）

○

１３ 公園管理団体の指定等

（第４９条第１項、第２項、

第４項、第５２条から第５４条

まで）

○ １２ 公園管理団体の指定等

（第４９条

、第５２条から第５４条

まで）

○

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略
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１７ 国の機関が行う行為に係

る協議等（第６８条第１項、

第２項、第４項）

○ １６ 国の機関が行う行為に係

る協議等（第６８条

）

○

２ 愛

媛県

県立

自然

公園

条例

の施

行に

関す

る事

務

１ 省略 ２ 愛

媛県

県立

自然

公園

条例

の施

行に

関す

る事

務

１ 省略

２ 公園計画の決定、廃止及

び変更（第７条第１項、第

４項、第８条）

○ ２ 公園計画の決定、廃止及

び変更（第７条

、第８条）

○

３ 公園事業に関すること。 ３ 公園事業に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 軽微な変更の届出の受

理（第１０条第９項）

○

� 省略 � 省略

� 承継の協議及び承認

（第１２条第１項から第３

項まで）

○ � 承継の協議及び承認

（第１２条第１項、第２項

）

○

� 休廃止の届出の受理

（第１３条）

○

� 認可の失効の届出の受

理（第１４条第２項）

○

� 認可の取消し（第１４条

第３項）

○

	 原状回復命令等（第１５

条第１項、第２項）

○

� 利用拠点整備改善計画

の認定（第１５条の３第１

項、第５項、第６項）

○

� 利用拠点整備改善計画

の変更の認定（第１５条の

３第５項、第６項、第１５

条の４第１項、第３項）

○


 報告徴収及び立入検査

（第１６条第１項）

○

４ 特別地域に関すること。 ４ 特別地域に関すること。

�・� 省略 �・� 省略

� 各種行為の許可 （第

２１条第４項

）

○ � 各種行為の許可等（第

２１条第４項、第６項から

第８項まで）

○

５ 利用調整地区に関するこ

と。

５ 利用調整地区に関するこ

と。

�・� 省略 �・� 省略

� 区域内への立入りの認

定等（第２２条第３項第８

号、第２３条第１項、第４

項、第５項、第７項、第

８項）

○ � 区域内への立入りの認

定等（第２２条第３項第７

号、第２３条第１項、第４

項、第５項、第７項、第

８項）

○

� 指定認定機関の指定等

（第２４条第１項、第５

項、第２６条第１項、第２

項、第４項、第５項、第

２８条、第２９条第１項）

○ � 指定認定機関の指定等

（第２４条第１項、第５

項、第２６条第１項から第

５項まで 、第

２８条、第２９条第１項）

○



愛 媛 県 報令和４年７月１日 第３２０号

６１２

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

６ 普通地域内各種行為の届

出に関する 必要な措置等

の命令（第３２条第２項

、第４項、第６項）

○ ６ 普通地域内各種行為の届

出の受理及び必要な措置等

の命令（第３２条第１項、第

２項、第４項、第６項）

○

７ 省略 ７ 省略

８ 報告徴収及び立入検査

（第３４条第１項、第２項）

○

８ 省略 ９ 省略

９ 生態系維持回復事業に関

すること。

１０ 生態系維持回復事業に関

すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 軽微な変更の届出の受

理（第３８条第９項）

○

� 省略 � 省略

� 報告徴収（第４０条） ○

１０ 質の高い自然体験活動の

促進のための措置に関する

こと。

� 自然体験活動促進計画

の認定（第４０条の３第１

項、第４項、第５項）

○

� 自然体験活動促進計画

の変更の認定（第４０条の

３第４項、第５項、第４０

条の４第１項、第３項）

○

１１ 風景地保護協定の締結等

（第４１条第１項、第４項、

第５項、第４２条第１項、第

４４条、第４５条）

○ １１ 風景地保護協定の締結等

（第４１条第１項、第４項、

第５項、第４２条 、第

４４条、第４５条）

○

１２ 公園管理団体の指定等

（第４７条第１項、第２項、

第４項、第５０条から第５２条

まで）

○ １２ 公園管理団体の指定等

（第４７条

、第５０条から第５２条

まで）

○

１３・１４ 省略 １３・１４ 省略

１５ 国の機関が行う行為に係

る協議 （自然公園法第６８

条第１項 、第４

項、第７９条第２項）

○ １５ 国の機関が行う行為に係

る協議等（自然公園法第６８

条第１項、第３項、第４

項、第７９条第２項）

○

３～９

省略

３～９

省略

改 正 後 改 正 前

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する地域産業振興部関係事務及び支局関係事務に

係る特定決裁事項

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する地域産業振興部関係事務及び支局関係事務に

係る特定決裁事項
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組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者

局

長

専決者

部

長

課

長

課

長

補

佐

部

長

課

長

課

長

補

佐

総

務

県

民

課

１～３０

省略

総

務

県

民

課

１～３０

省略

３１ 自然

公園法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ３１ 自然

公園法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 特別地域及び特別保護地区に

おける各種行為の許可 （第２０

条第３項

、第２１条第３項

）

○ ２ 特別地域及び特別保護地区に

おける各種行為の許可等（第２０

条第３項、第６項から第８項ま

で、第２１条第３項、第６項、第

７項）

○

３ 海域公園地区における各種行

為の許可 （第２２条第３項

）

○ ３ 海域公園地区における各種行

為の許可等（第２２条第３項、第

６項、第７項）

○

４ 利用調整地区に関すること。 ４ 利用調整地区に関すること。

� 区域内への立入りの認定等

（第２３条第３項第８号、第２４

条第１項、第４項、第５項、

第７項、第８項

）

○ � 区域内への立入りの認定等

（第２３条第３項第７号、第２４

条第１項、第４項、第５項、

第７項、第８項、自然公園法

施行規則第１３条の６）

○

� 指定認定機関の指定等（第

２５条第１項、第５項、第２７条

第１項、第２項、第４項、第

５項、第２９条、第３０条第１

項）

○ � 指定認定機関の指定等（第

２５条第１項、第５項、第２７条

第１項から第５項まで

、第２９条、第３０条第１

項）

○

５ 普通地域内各種行為の着手を

制限される期間の短縮（第３３条

第６項）

○ ５ 普通地域内各種行為の届出の

受理等（第３３条第１項、第６項

）

○

６・７ 省略 ６・７ 省略

８ 風景地保護協定の締結等（第

４３条第１項、第４項、第５項、

第４４条第１項、第４６条、第４７

条）

○ ８ 風景地保護協定の締結等（第

４３条第１項、第４項、第５項、

第４４条 、第４６条、第４７

条）

○

９ 公園管理団体の指定等（第４９

条第１項、第２項、第５２条から

第５４条まで）

○ ９ 公園管理団体の指定等（第４９

条 、第５２条から

第５４条まで）

○

１０ 国の機関が行う行為に係る協

議 （第６８条第１項 、

第４項）

○ １０ 国の機関が行う行為に係る協

議等（第６８条第１項、第３項、

第４項）

○

３２ 愛媛

県県立

自然公

園条例

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ３２ 愛媛

県県立

自然公

園条例

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 特別地域における各種行為の

許可 （第２１条第４項

）

○ ２ 特別地域における各種行為の

許可等（第２１条第４項、第６項

から第８項まで）

○

３ 利用調整地区に関すること。 ３ 利用調整地区に関すること。

� 区域内への立入りの認定等

（第２２条第３項第８号、第２３

条第１項、第４項、第５項、

第７項、第８項）

○ � 区域内への立入りの認定等

（第２２条第３項第７号、第２３

条第１項、第４項、第５項、

第７項、第８項）

○
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（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

� 指定認定機関の指定等（第

２４条第１項、第５項、第２６条

第１項、第２項、第４項、第

５項、第２８条、第２９条第１

項）

○ � 指定認定機関の指定等（第

２４条第１項、第５項、第２６条

第１項から第５項まで

、第２８条、第２９条第１

項）

○

４ 普通地域内各種行為の着手を

制限される期間の短縮（第３２条

第６項）

○ ４ 普通地域内各種行為の届出の

受理（第３２条第１項、第６項

）

○

５・６ 省略 ５・６ 省略

７ 風景地保護協定の締結等（第

４１条第１項、第４項、第５項、

第４２条第１項、第４４条、第４５

条）

○ ７ 風景地保護協定の締結等（第

４１条第１項、第４項、第５項、

第４２条 、第４４条、第４５

条）

○

８ 公園管理団体の指定等（第４７

条第１項、第２項、第５０条から

第５２条まで）

○ ８ 公園管理団体の指定等（第４７

条 、第５０条から

第５２条まで）

○

９ 国の機関が行う行為に係る協

議 （自 然 公 園 法 第６８条 第１

項 、第４項、第７９条第

２項）

○ ９ 国の機関が行う行為に係る協

議等（自然公園 法 第６８条 第１

項、第３項、第４項、第７９条第

２項）

○

３３～４４

省略

３３～４４

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 地方局長に委任する事務のうち、地域産業振興部及び支局に関

するものは、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとす

る。

�～� 省略

� 自然公園法第２３条第３項第８号、第２４条第１項、同条第４項

及び第５項（これらの規定を同条第８項において準用する場合

を含む。）並びに同条第７項の規定に基づく利用調整地区の区

域内への立入りの認定等に関すること（２以上の地方局の所管

区域にわたるものに関するものを除く。）。

�～� 省略

� 愛媛県県立自然公園条例第２２条第３項第８号、第２３条第１

項、同条第４項及び第５項（これらの規定を同条第８項におい

て準用する場合を含む。）並びに同条第７項の規定に基づく利

用調整地区の区域内への立入りの認定等に関すること（２以上

の地方局の所管区域にわたるものに関するものを除く。）。

�～	２１６ 省略

３～６ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 地方局長に委任する事務のうち、地域産業振興部及び支局に関

するものは、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとす

る。

�～� 省略

� 自然公園法第２３条第３項第７号、第２４条第１項、同条第４項

及び第５項（これらの規定を同条第８項において準用する場合

を含む。）並びに同条第７項の規定に基づく利用調整地区の区

域内への立入りの認定等に関すること（２以上の地方局の所管

区域にわたるものに関するものを除く。）。

�～� 省略

� 愛媛県県立自然公園条例第２２条第３項第７号、第２３条第１

項、同条第４項及び第５項（これらの規定を同条第８項におい

て準用する場合を含む。）並びに同条第７項の規定に基づく利

用調整地区の区域内への立入りの認定等に関すること（２以上

の地方局の所管区域にわたるものに関するものを除く。）。

�～	２１６ 省略

３～６ 省略
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危険物取扱者法定講習会の実施について

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１３条の２３の規定による令和４年度危険物の取扱作業の保安に関する講習会を次のとおり実施する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習の種別、日時及び場所

� 対面による講習

種 別 日 時 場 所

� 給油取扱所において危険物の取扱
作業に従事する危険物取扱者を対象
とした講習

令和４年９月６日（火）午後１時３０分 今治市南宝来町１－６－１
今治市中央住民センター ４階大ホール

令和４年１０月５日（水）午前９時３０分 八幡浜市北浜１－５－１
八幡浜市民スポーツセンター サブアリーナ

令和４年１０月１２日（水）午後１時３０分 四国中央市妻鳥町乙１２７
愛媛県紙産業技術センター 研修室

令和４年１０月１４日（金）午後１時３０分 大洲市東大洲２７０－１
大洲市総合福祉センター ４階多目的ホール

令和４年１０月２１日（金）午前９時３０分 西条市神拝甲７９番地４
西条市総合文化会館 小ホール

令和４年１０月２６日（水）午前９時３０分 松山市湊町７丁目５番地
松山市総合コミュニティセンター ３階大会議室

令和４年１０月２７日（木）午後１時３０分 松山市湊町７丁目５番地
松山市総合コミュニティセンター ３階大会議室

令和４年１１月１日（火）午後９時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 １階石鎚の間

令和４年１１月１１日（金）午前９時３０分 宇和島市丸之内５－１－１８
宇和島地区広域事務組合消防本部 ４階大会議室

� 石油コンビナート等災害防止法
（昭和５０年法律第８４号）第２条第６
号に規定する特定事業所における危
険物施設（給油取扱所を除く。）に
おいて危険物の取扱作業に従事する
危険物取扱者を対象とした講習

令和４年９月６日（火）午前９時３０分 今治市南宝来町１－６－１
今治市中央住民センター ４階大ホール

令和４年１０月２６日（水）午後１時３０分 松山市湊町７丁目５番地
松山市総合コミュニティセンター ３階大会議室

令和４年１１月１日（火）午後１時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 １階石鎚の間

� �及び�に掲げる危険物施設以外
の危険物施設において危険物の取扱
作業に従事する危険物取扱者を対象
とした講習

令和４年９月７日（水）午後１時３０分 今治市南宝来町１－６－１
今治市中央住民センター ４階大ホール

令和４年１０月５日（水）午後１時３０分 八幡浜市北浜１－５－１
八幡浜市民スポーツセンター サブアリーナ

令和４年１０月１１日（火）午後１時３０分 四国中央市妻鳥町乙１２７
愛媛県紙産業技術センター 研修室

令和４年１０月１２日（水）午前９時３０分 四国中央市妻鳥町乙１２７
愛媛県紙産業技術センター 研修室

令和４年１０月２１日（金）午後１時３０分 西条市神拝甲７９番地４
西条市総合文化会館 小ホール

令和４年１０月２７日（木）午前９時３０分 松山市湊町７丁目５番地
松山市総合コミュニティセンター ３階大会議室

令和４年１０月３１日（月）午後１時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 １階石鎚の間

令和４年１１月１１日（金）午後１時３０分 宇和島市丸之内５－１－１８
宇和島地区広域事務組合消防本部 ４階大会議室

� オンラインによる講習

オンライン講習については、受講申請書による申請に加えて、受講者自らがオンライン上で受講者情報の登録を行い、受講コースの

申込みを行うことで受講することができます。入力された受講者情報及び受講コースの確認ができましたら、「受講承認」のメールが

届きますので、受講を開始してください。受講期間は「受講承認」のメールが届いた日から１か月間です。
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次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

トランスファークレーンの購入

� 購入物品名及び数量

トランスファークレーン ３基

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和５年度から７年度にかけて年度ごとに１基ずつ納入する

ものとし、各年度の納期は下記期日までとする。

１基目：令和６年３月２５日、２基目：令和６年１２月１６日、３

基目：令和７年９月１９日

� 納入場所

松山港外港地区国際物流ターミナル内（松山市大可賀三丁目）

� 入札方法

ア 入札は、紙入札とする。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から４年度の製造の請負等に係

る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次

の事項に該当するもの

なお、入札資格を有しない者が、本件入札に参加を希望すると

きは、資格審査を求める申請書類を３�に掲げる場所に提出し、
開札日までに、上記資格を得ること。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県 土木部 河川港湾局 港湾海岸課 建設係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２６９０

� 入札書の受領期限

令和４年８月１２日（金）午前９時から同月１５日（月）午前９

時５９分まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和４年８月１５日（月）午前１０時

愛媛県庁 第一別館４階 土木部会議室

� 資格審査に関する照会先並びに申請書提出先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９４１―２１１１（代表） （０８９）９１２―２７７０（直通）

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

２ 受講申請書の提出期間

� 対面による講習

令和４年８月１日から各会場講習実施日の２日前まで（土日・祝日を除く）受け付けします。

但し、受講申請書を郵送する場合又は受付をした危険物安全協会管轄以外の会場で受講する場合は、令和４年８月１日から各会場講

習実施日の５日前まで（同）とします。

� オンラインによる講習

令和４年８月１日（月）から９月９日（金）まで（郵送の場合は消印有効）とします。

３ 受講申請書の請求先及び提出先

� 受講申請書の請求先

各地区（市）危険物安全協会、各消防（局）本部、県各地方局総務県民課防災対策室及び県各地方局支局総務県民室

� 受講申請書の提出先

各地区（市）危険物安全協会

対面による講習については、受講申請者数が各会場の定員に達した場合は、受付できませんので、あらかじめご了承ください。

その他の法定講習に関するお問合せについては、各地区（市）危険物安全協会において受付けます。
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提出期限：令和４年８月１０日（水）１７時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約の成立

この公告の物品購入に係る契約は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項第８号の規定により、愛媛県議会の議

決を得たときに、本契約として成立するものとする。

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

紙入札は、入札書を直接または郵便（書留郵便に限る。）

により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Transfer crane，３ set．

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，１５ August２０２２

	 For further information，please contact： Harbor and Shore

Division，River and Harbor Subdepartment，Public Works

Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２６９０
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次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年７月１日

愛媛県総合教育センター所長 沖 田 浩 史

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県総合教育センター空調設備改修業務

� 委託業務名及び数量

愛媛県総合教育センターの空調設備の改修 １式

	 委託業務の内容等

入札説明書、仕様書及び設計図書等による。

� 委託期間

契約締結日の翌日から令和５年２月２８日（火）まで

� 委託業務の履行場所

愛媛県松山市上野町甲６５０番地

愛媛県総合教育センター

� 入札方法

入札金額は、業務に係る費用の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 業務実施の主体として本件の入札に付する業務と同種の業務

を確実に履行した実績を有する者であること。

	 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県総合教育センター総務課

〒７９１―１１３６

愛媛県松山市上野町甲６５０番地

電話 （０８９）９６３―３１１１

� 入札書の受領期限

令和４年８月１０日（水）午前１０時００分まで。

	 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付又は愛媛県ホームページよりダウンロ
ードする。ただし、設計図書は交付のみとする。

なお、交付は、公告の日から令和４年７月２７日（水）までの

執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５

時１５分まで）とする。

� 開札の日時及び場所

令和４年８月１０日（水）午前１０時００分

愛媛県総合教育センター 本館４階 第４講義室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

	 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示す業

務を履行できることを証明する書類を、入札説明書等に基づき

令和４年７月２７日（水）午後５時１５分までに提出しなければな

らない。

なお、愛媛県総合教育センター所長から当該書類の内容に関

して、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要
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� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると愛媛県総合教育センタ

ー所長が判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の

規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格

をもって有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered： Repair

of the air conditioner at Ehime Educational Research Center

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，１０ August２０２２

� For further information，please contact： General Affairs

Division，Ehime Educational Research Center，６５０

Uenomachi―ko，Matsuyama，Ehime７９１―１１３６ Japan

TEL０８９―９６３―３１１１

令和４年７月１日 発行


